第7章  インドネシア

2000年に実質GDP成長率4.8％を記録し緩やかな回復が見られた後、2001年第1～3四半期の成長率は前年同期比で3.3％へ鈍化した（表7.1）。この数字は、表1.2における通年の予測値平均に等しく、また表7.1では2001年の成長率として想定されている。第4四半期においても成長の鈍化が続くのであれば、実際にはこれよりも低い成長率となろう。この成長率は過去20年間の中で比較的低い水準にある。ただ、インドネシアはハイテク部門への依存度が比較的低いことなどから、本報告で分析される、中国やベトナムを除いた他のアジア諸国よりも成長率は高くなるであろう（表1.2参照）。2002年の予測では、成長率は若干上昇すると見込まれている。とはいえ、同国は他の経済と比べアジア金融危機からの復興が遅れており、一人あたり実質GDPは危機前の水準を下回ったままである。つまり、アジア金融危機による影響は他の経済と比べかなり深刻であり、同国はそれにより生じた困難な問題を依然として多く抱えている。

政府が取り組むべき最難題は、おそらく財政であろう。金融部門の再建コストを調達するために発行された国債の利子支払いや元本返済が満期となるため、今後数年の間に財政収支赤字は膨れ上がり制御不能になりかねない。商業銀行再建（429兆ルピア）や預金保証プログラムのために発行された国債を含めると、政府はこれまでに658兆ルピア（2001年12月14日現在）の国債を発行してきた（World Bank, 2001b）。これは表7.1における2001年の名目GDP見通しの44％にあたる。また、国債発行により政府の対内債務は、1998年9月に80兆ルピア、2000年12月には654兆ルピアに増加した。一方、政府の対外債務もルピアの減価などにより1996年の127兆ルピアから1997年に451兆ルピア、2000年には614兆ルピアに増加した（表7.2に関する出所参照）。これにより2000年の政府債務残高はおよそGDP相当額に達し、2001年および2002年の国家予算では歳出の26％を利子支払いに割り当てなければならない（Indonesia, Ministry of Finance, 2001）。財政を圧迫しているもう一つの重要な要因は、2001年初めに施行された地方分権化法の下、国が地方政府に対して予算を分配しなければならないことである。この分配金は2000年の国家予算の24％、2001年は28％になると見込まれている。政府は、税率の引き上げや税収基盤の拡大による税収増に努めているが、依然として税収の対GDP比率は比較的低い水準にある。こうしたことから、財政収支赤字は対名目GDP比で、2000年の2.3％から2001年は3.7％に増加すると見込まれている（表7.2）。

これに関連する問題は、銀行再建庁（IBRA）による資産売却が進んでいないことである。銀行再建プログラムの下、インドネシアにおける銀行部門の資産の多くがIBRAに移管された。2000年末時点において、簿価で645兆ルピア、適正価格で見積もると168兆ルピアの資産がIBRAの管理下にある。それまでに、IBRAが資産売却により得た収入を財務省に移転した額はわずか38兆ルピアに過ぎない。2001年におけるIBRAの資産売却による収入目標は現金27兆ルピア、国債回収10兆ルピアであったが、この目標は達成されたと発表された（Indonesian Bank Restructuring Agency, various years）。巨額の資産を処理するにあたって、資産の確認が難しい、関与する債権者が多く存在することから合意が得られにくいなどの業務上の問題は少なからず存在する。しかしながら、これまでに資産売却がなかなか進まなかった原因は、主に、IBRAの堅固なリーダーシップや資産売却への強力な政治的コミットメントが欠如していたことにある。実際、政治家や政治的にコネを持つ財界人は、しばしば、彼らにとってあまりにも低い価格での資産売却や外国人への資産売却を阻止してきた。さらに、IBRAの資産処理の方法は透明性に欠け、さらなる混乱を巻き起こしてきた。バンク・セントラル・アジア（BCA）売却の延期は、顕著な例の一つである。BCAは1998年にIBRAの管理下に置かれ、2000年には売却される予定であったが、入札価格が低かったことなどからその計画は延期されてきた。2001年8月に国際通貨基金（IMF）との間で合意された覚書において、政府は2001年までに売却することを約束したが、2002年1月現在、実施されていない。入札価格が低い理由の一つとして、買い手はIBRAへの現金払いが要求されることが挙げられる。もう一つの理由は、政府の信用の欠如である。政府は、後に21％の株式を購入するオプションをつけて30％の株式を売却する予定であった。しかし、買い手側には、最終的にBCAの過半数株式を購入できるという確証がなかったのである。

これに類似したいくつかの問題は、それ自体の効率性向上や財政収支赤字の補填を目的とした国営企業の民営化計画にも影響を及ぼした。セメン・グレシック・グループをメキシコの巨大セメント会社セメックスへ売却する計画はその顕著な例である。西スマトラ、南スラウェシに子会社を持つセメン・グレシックは国内セメント市場の40％以上を供給する効率的・競争的な企業であった（Van Zorge Heffernan and Associates, 2001, p. 21）。その株式の35％はすでに市場に公開されており、政府は残った65％の株式の買い手を探していた。その後、政府から35％、ジャカルタ証券取引所を通じて16％の株式を購入する権利がセメックスに与えられた。しかし、セメン・グレシックの子会社PTセメン・パダンのある西スマトラ州パダンの知事、セメンパダンの経営者や従業員からの猛烈な抵抗に遭い、この計画は変更されることになった。新たな計画の下で、セメックスは、政府から14％、市場から11％の株式を購入し、さらにその後の投資・輸出業績に関する条件を満たした場合、政府に残された51％の株式を2001年10月までに購入できるプット・オプションを得た。しかしながら、この売却計画に対する強い反対は依然として続き、地元政府はPTセメン・パダンを買収するという法的根拠のない一方的な措置を発表するに至った。2001年12月、中央政府は残り51％の株式をセメックスに売却し、その売却益で二つの子会社の株式51％を買い戻す新たな計画を再度発表したが、その売却計画を阻止しようとする地元の抵抗は続いている。これらの問題のため、2001年の財政収支赤字を補填するために予定されていた国営企業の民営化による収入目標6.5兆ルピアは達成されず、実際の収入は国営通信業PTテレコムとプランテーション会社ソクフィンド（Socfindo）の売却により得られた3.5兆ルピアだけであった（Jakarta Post, 28 December 2001, http://www.thejakartapost.com/）。

IBRAの資産売却や民営化が遅れた場合、財政収支赤字は海外援助によって補われる。海外援助の額は、2001年と2002年の国家予算において、それぞれ純額でGDPの1.4％、1.1％と見積もられている（Indonesia, Ministry of Finance, 2001）。従って、海外支援国との関係は非常に重要である。2000年9月、IMFはワヒド政権（当時）下での経済改革の遅れを理由に援助金の供与を停止し、インドネシアの国際的信用は失墜した。幸いにして、同国とIMFは2001年8月末に新たな覚書に調印し、IMFは9月に3億9,500万米ドルの供与を認めた。さらに、11月には主要な援助国または団体からなる対インドネシア支援国会議にて2002年の財政援助を目的とした31億4,000万米ドルの支援が約束された。2002年初めには政府の対外債務を再編し財政負担を軽減するためにパリ・クラブの会合が予定されている。

2000年の経済回復に貢献したのは、製造業、商業、運輸・通信業である。過去20年間において、名目および実質GDPに占める製造業のシェアは、他の産業よりも速いスピードで上昇した。名目GDPに占めるシェアは、1997年に27％に達し、その後はやや低下した。しかし、実質GDPに占めるシェアは、1997年以降も上昇を続けており、製造業部門における物価上昇は比較的穏やかであったことがわかる。近年製造業、農業に次いで第3位にある商業の名目GDPに占めるシェアは危機以降やや低下傾向にあったが、実質値では2001年第1～3四半期に他の産業よりも大きく成長しそのシェアは上昇した。運輸・通信業に関しては、比較的小規模な産業であるが1999年以降他の産業よりも成長したことにより名目および実質GDPに占めるシェアは上昇した。同国において農業は依然として重要な産業である。しかし、インドネシア経済の急成長に伴い資源が農業から他の産業へシフトするにつれて、そのGDPに占めるシェアは1997年まで継続的に落ち込んだ。ただし、危機以降、この長期的な傾向は逆転しそのシェアは1998年に大きく上昇、その後1999年と2001年第1～3四半期には緩やかな上昇を示した。これは、インドネシアにおいて顕著に見られた危機による影響の一つである。

支出面では、これまで民間消費が最も大きなシェアを占めてきた。危機以降の1998～99年、さらに2001年第1～3四半期に、民間消費は他の項目よりも高い成長率を示し、その対実質GDP比は上昇した。総固定資本形成は危機以前に大幅に伸びた項目の一つである。対実質GDP比は、2000年の緩やかな経済回復に伴い、危機以降初めて上昇した。2001年第1～3四半期においても同比率は上昇したが、その伸びはGDPの成長率と同程度のものでしかない。1998年の財・サービスの輸出入の大幅増とその後の1999年の大幅減は、危機による影響の重大さを示すもう一つの例である。GDPの成長よりも貿易額がより大きく伸びたことにより、2000年および2001年第1～3四半期に、これらの項目の対GDP比は再び上昇した。こうした変動は実質価格よりも名目価格で見た場合に顕著であり、輸出・輸入価格が大きく変動したことを反映している。

金融部門においては、ベース・マネーが2001年1～11月の間に対前年同月比で17～22％増加した（Indonesia, Bank Indonesia, various years）。ただし、より広義の通貨供給量の指標であるM1やM2の伸びはかなり小さく、これらの対名目GDP比は2001年1～10月期に低下した（表7.2）。より狭義の通貨供給量であるベース・マネーに関しては、インフレ抑制のためIMFとの合意の中で明確に目標伸び率が設定されていることから、インドネシアの政策立案者はベース・マネーの伸びを注視している。インフレを消費者物価指数上昇率で見ると、2000年の4％未満から2001年1～11月期は前年同期比で11％に上昇した。GDPデフレータ上昇率で見ると、2000年は11％、2001年は12％となる。この他、ルピアの減価と燃料・電気補助金の削減が2001年に消費者物価の上昇を加速させた要因となった。インフレ圧力を抑えるため、中央銀行は緊縮金融政策を採り、中央銀行証券（SBI）の金利は2001年初めの15％から11月には18％まで上昇した（Indonesia, Bank Indonesia, various years）。2001年1～11月期の平均貸出金利に関しては、2000年と同水準にある。このように中央銀行は、金融政策を緩和し、金利を低めに誘導することで投資を促進させるのではなく、インフレ期待を抑制し、対米ドル・レート（期中平均）で2000年の8,422から2001年に10,242に下落したルピアへの減価圧力を抑えるために緊縮金融政策の継続を選択した。為替レートの動向は政治的な出来事にも影響されたと考えられる。ワヒド前大統領に対する弾劾手続きが進められた4～6月期に対米ドル・レート（期中平均）は11,421に落ち、その後、7月末にメガワティ・スカルノプトリが大統領に就任した後の8月には8,828に回復した。しかし、経済改革を実行する上での新政権の能力に対する信用が崩れ、またワールド・トレード・センターへの攻撃と米国のアフガニスタンでの報復の後に観光収入が減ったことから、第4四半期には再び10,333に落ち込んだ。

国際収支統計における対内投資の数字も、インドネシアに対する海外投資家の信用が危機以降欠如していることを反映している（表7.2）。例えば、対内直接投資は、1995～97年に年間40～60億米ドルの純流入があったのに対し、2000年は50億米ドルの純流出となった。最新のデータを見ると、上半期だけで40億米ドルの純流出があり、2001年通年では巨額の流出となろう（Indonesia, Bank Indonesia, various years）。海外直接投資家の信用が低下している要因の一つに、労働争議が頻発していることが挙げられる。その数は2000年に250を上回った（日本労働研究機構, 2001）。また、2001年の地方分権化法により最低賃金を定める権限が中央政府から地方政府へと移管されたことも混乱の一因となった。対内証券投資についても、1994～96年に年間40～50億米ドルの流入があったが、海外証券投資家は危機以後にその資金を引き揚げたため1997年に30億米ドルの流出、1998～2000年は年間約20億米ドルの流出となった。民間の貸し手も同様に同国から資金を引き揚げたため、その大半が銀行借入であるその他対内投資は、1998年に70億米ドル、1997年と1999～2000年には年間10～20億米ドルの流出となった。これらの投資収支赤字の背景にある重要な要因は、同国の経常収支が危機以前のわずかな赤字から危機以降に対GDP比4～5％の巨額の黒字に転じたことにある。この黒字は、1998～99年における輸入の減少とその後2000年の輸出の拡大によって生じたものである。表7.2では、2001年の経常収支黒字は対GDP比で4％になると想定されている。この数字は、2001年上半期に記録した4.8％よりも低く、表1.2の予測値平均よりも高い。これに応じて対外債務は、残高で2000年から、対GDP比ではその前年から減少し始めた。

2001年1～9月期の商品別貿易のデータを見ると、輸出は前年同期比で5％減少し、輸入は比較的大きな伸びを続け7％増加した（表7.3）。2001年1～9月期の輸出の構造は2000年とほぼ同じであるが、1999～2000年に大幅に伸びた事務用・電算機器のシェアの低下は明白となった。これは、ハイテク産業の世界的な減速を反映したものであるが、通信機器等やその他電気機器などの関連する分野のシェアは2001年1～9月期に若干上昇している。これら機械製品輸出の増加は危機以降の最も顕著な変化の一つであり、そのシェアは、1999年の11％から2000年および2001年1～9月期には16～17％に上昇した。インドネシアにおけるこの産業の生産活動の大半は多国籍企業（MNC）によるものであり（Takii and Ramstetter 2000, p. 13）、東南アジアの機械産業を支配する多国籍企業のネットワークに同国も統合されたことを示す指標として、多国籍企業による輸出の急増は重要な意味を持つ。ただし、機械製品のシェアは、価格上昇により2000～01年にシェアを高めた鉱物性燃料やその他製品のシェアよりも小さい。2000～01年におけるその他製品部門では、衣類、繊維、木製品が高いシェアを占め、紙製品、履物、その他の雑製品、家具がこれに続いている。

輸入については、危機以降の大幅減の後、2000～01年は増加した。しかし、2001年の水準は危機前の水準を下回ったままとなろう（表7.3）。輸出加工区への輸入が大きなシェアを占めており、1995年の7％から1999～2000年に25～27％に上昇し、2001年1～9月期には21％に下がった。しかし、この輸入については商品別の分類ができないため、表7.3のデータから輸入の構造の変化を見るのは、不可能ではないにしても非常に困難である。例えば、一般機械や自動車等が大半を占める機械製品の輸入は、1990～94年は42～45％と、1994年まで最も大きなシェアを占めてきた。しかし、その後著しく低下し、96年に35％、99年には17％、2000年はやや上昇し21％、2001年1～9月期は23％となった。1998～99年におけるシェアの低下は投資需要の減少が原因であることに疑いはない。しかし、これらの年において輸出加工区への輸入のシェアが比較的高くかつ上昇していることから、データで示される機械製品輸入のシェア低下は過大評価されている可能性もある。

表7.4の相手国別輸入についても同様の問題がある。例えば、日本からの輸入シェアは1994年の24％から1999年には12％にまで下がり、2000年および2001年1～9月期には15～16％となっている。もし、機械製品の輸入が主に輸出加工区を通じて行われているのであれば、日本からの輸入は一般機械や自動車等の機械製品に集中している（表7.5）ことから、表7.4の日本からの輸入シェアは過小評価されていると考えることもできよう。実際に、日本の統計を用いてより詳しく見ると、1997年の日本からの輸入額は日本の輸出統計と比較し1997、99～2000年においてかなり小さくなっている（順に19％、40％、29％の差がある）。このように、表7.4の日本からの輸入シェアは、少なくとも1997、99～2000年に関しては過小評価されているであろう。近年におけるその他の主な輸入先は、欧州工業国、米国、シンガポール、次いで、韓国、オーストラリア、中国となっている。相手国別輸出では、近年においては日本が最も大きなシェアを占めており、順に欧州工業国、シンガポール、米国、韓国が続く。日本は公的資金援助の面においても二国間援助では最大の援助国であり、特に危機以降の1998～99年には、巨額の支援を行っている。また、多国間援助に関してもこの年に巨額の援助がなされている。国際収支統計のその他投資の傾向を反映して（表7.2）、銀行借入残高は1997年末の610億米ドルから2001年半ばの370億米ドルへ劇的に減少した。近年は欧州からの借入シェアが急激に上昇し最も高いシェアを占めている。日本のシェアも高いが、そのシェアは低下傾向にある。

先にも述べたように、日本からインドネシアへの輸出の大半は機械製品が占めており、それにその他製品が続く（表7.5）。これとは対照的に日本のインドネシアからの輸入は鉱物性燃料が主であり、また近年その他製品の輸入も大幅に伸びている。その他製品輸入の構成を詳しく見ると、木製品、次いで額はより小さくなるが、繊維、非鉄金属、紙製品、家具、衣類が多い。このように、両国間の貿易パターンは、資本・技術集約的産業での日本の比較優位とインドネシアの比較劣位、労働・資源集約的産業でのインドネシアの比較優位と日本の比較劣位を反映している。貿易収支に関して日本はインドネシアに対し赤字であり、サービス収支は均衡しており、また所得収支では主に銀行貸付の利子受取により日本は黒字を計上している。また、証券投資は他と比べて少額ではあるが、日本からの対内直接投資やその他投資（主に貸付・借入）はインドネシアにとって重要な資金調達源である。興味深いことに、表7.2の同国への直接投資・その他投資は1998～99年に赤字となっているのに対し、日本企業は1998～2000年も同国に対し直接投資を続けており、1998～99年には巨額の貸付も行っている。ただし、2000年に若干回復する前の1997～99年に直接投資は急激に減少しており、証券投資に至っては1997～99年に資金の引き揚げ超過になっている。同様に、インドネシアの証券投資家も1997～98年に日本における巨額の資産を売却し、1999～2000年も少額の資産を売却している。
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